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奄美の島々は、「奄美諸島」または「奄美群島」が呼称とされてきた 11。南北は北緯 28 度 32 分
























































働力の流出が増大」し、更に昭和恐慌を契機とした労働力の流出は激しいものがあった 15 16 17。
奄美では、1898（明治 31）年 8 月台風による大飢饉を契機に 240 人が与論島から出た。途中で










奄美大島南部・宇検村 22 では、1918 年からブラジル移民が始まり、特に 1920-30 年代に多かっ
























廃校を求めて 1930 年校長・米川基神父を罷免した。その後も排撃運動が加速し、1933 年地元新
聞記者らが中心となって組織された奄美国防研究会が、町民大会で「奄美高女の廃校」を決議、名
瀬町議会も「非国民的な教育を行なっている」と廃校を決め、文部省は 1934 年 3 月末に廃校にした。























この時期、1919 年 5 月「要塞整理要領」、12 月「防備要領」が裁可され、奄美大島は小笠原諸島父 
島、台湾澎湖島と共に太平洋上の第一線要塞として位置付けられ、1920 年 8 月陸軍築城部奄美大

































1944 年 4 月喜界島・徳之島の陸軍航空基地が概ね完成し、5 月奄美大島要塞司令部が沖縄第 32 軍
の指揮下に編入される。9 月徳之島陸軍航空基地防衛強化のため、大島海峡にある砲台の一部が撤
収・移築、11 月特攻艇海軍第 17・18 震洋隊が配備された。1945 年初めには須手・海軍航空隊古
仁屋基地からも沖縄特攻出撃が行われるようになり、海軍第 44 震洋隊と沖縄配備が叶わなくなっ





真似て慰安所が作られた。1945 年 9 月以降武装解除の過程で駐留した米兵にも使用されたと言わ







1945 年 9 月 2 日の降伏文書の調印により日本の敗戦は正式のものとなり、日本は連合国軍最高
司令部（GHQ）の支配下で統治権が制約された。奄美群島は鹿児島県に属して引き続き日本の管轄
の下にあり続けたが、1946 年 1 月 29 日 GHQ は日本政府に対して日本の領域を指定する指令『若
干の外郭地域を政治上行政上日本から分離することにかんする覚書』（GHQ 覚書）を発し、奄美




（1946 年 3 月）13 日、大島支庁内に米国海軍軍政府（琉球列島米国海軍軍政府の現地出先機関に
あたる「北部南西諸島米国海軍軍政府」）が設置され、奄美に対する直接占領が開始された。大島
支庁は同年 10 月 3 日に「臨時北部南西諸島政府」に名称を変更したが、形式上の機構にすぎず、
その後、奄美民政議会（群島政府成立後は奄美群島議会）、群島政府と統治機構が変遷した。1946
年 6 月、女性参政権を認めた戦後初の全郡長村長・議員選挙が実施され、言論・集会・出版の自






る 43。低物価政策は破綻し、49 年 5 月軍政府は食料 3 倍値上げ政策を発表、住民は激しく反対し、
その中には女性たちも加わっていたという 44。
更に、地上戦を経ず、間接統治から直接の米軍統治下に置かれた奄美では、強い復帰運動が展開
された。1951 年 2 月には、奄美大島日本復帰協議会が結成される。祖国復帰署名は、開始後、同
年 4 月 25 日には 13 万 9,348 名（14 歳以上の 99.8%）に達した。しかし 9 月に調印された講和条
約では、その 3 条に沖縄・奄美が米国の統治下に置かれつづけることが明記された。翌年 4 月 28
日の発効時には家々に弔旗が掲げられたという。復帰運動の中では、陳情団を本土に派遣し、積極
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的な要請行動を行った。女性たちも生活改善のために結成した奄美大島連合婦人会から、1953（昭
和 28）年 6 月基八重会長と橋口初枝副会長が鹿児島を経由して福岡でルーズベルト夫人に陳情し
ている 45。1953 年 8 月国務長官ダレス声明により奄美の日本返還が表明された。しかしこれは、「軍
事的に強固な中ソ包囲網」に向けて、日本に再軍備を要求するために訪日したダレスの「手土産」





























































高重正は、1965 年 10 月に『南海日日新聞』に掲載された吉田慶喜の論文より、「これ（奄美出


















では、「全琉球」における「大島に本籍を有する者（Amamian）」は、217,797 人（男性 102,044 人、
女性 115,753 人）で、その大半の所在（97.5%）は奄美群島であった。1950 年の沖縄在住の「大
島に本籍を有する者」は 5,106 人（男性 3,215 人、女性 1,891 人）とある。しかし、「その頃の奄





出身者」は 14,993 人で男性 7,547 人、女性 7,446 人と男女の人口比率にあまり違いがない。また、
地域別では、98.5％が沖縄群島に集中し、そのうちの 58.2％の 8,600 人（男性 4,247 人、女性 4,353
人）は米軍基地の集中する沖縄中部であった。他の地域では、男性人口が女性人口より多いが、中
部では僅かにだが女性数が男性数を上回っている。また、年齢別人口は、男女ともに 20 ～ 24 歳
が最多（男性 16%、女性 18％）を占め、続いて 25 ～ 29 歳（男女ともに 15％）、30 ～ 34 歳（男
女ともに 10％）と、20 代から 30 代前半の人口比重が高いことがわかるが、沖縄中部では、男性
の人口構成の 20 ～ 24 歳が 17%、25 ～ 29 歳が 16％、30 ～ 34 歳は 11％、女性はそれぞれ 20％、



































































































12 鹿児島県大島支庁『令和元年 奄美群島の概況』「総説」＜ http://www.pref.kagoshima.jp/aq01/chiiki/oshima/


















20 田島康弘「奄美とブラジル移民」『鹿児島大学教育学部研究紀要 人文社会科学編』（48）、 1996 年、15-33。
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下を経て被爆者手帳取得など補償が困難となった。










38 奄美群島では同年 2 月 2 日にラジオ放送を通して発表され、「2.2 宣言」と呼ばれるようになった。
39 2.2 分離宣言は、現地住民と本土在住の奄美、沖縄出身者ならびに同地域出身の外地からの引揚者に大きな打撃
を与えた。（高安重正『沖縄奄美返還運動史』（上）、沖縄奄美史調査会、1975 年、130）







44 1949 年 6 月 16 日、松岡百代、松江朝子らを中心とする婦人生活擁護会が結成され、「台所に直結する問題とし
て婦人の関心を集め、他の諸団体に協力し、食糧値下げ闘争を発展させる上で大きな役割を果たしつつあった」（高
安重正、前掲書、263）。






美に米国の軍政が敷かれた 1946 年の「2.2 宣言」は、「奇妙な、歴史的にも、とりわけ法的に根拠がなく、恣意
そのものと呼ぶほかない」。また、楠田豊春氏（元奄美大島日本復帰協議会中央委員）は、「奄美、沖縄は共産主
義陣営に対する、自由主義陣営の防衛の盾になった」と述べる（前掲『奄美復帰 50 年』、75）。
48 山下欣一「復帰 50 年に考える」『南日本新聞』2003 年 11 月 15 日。
























た職を求めて移動した（「困窮の「アメリカ世」耐え 奄美群島米統治 75 年 決死の密航 紬に懸けた命」『沖縄タ
イムス』2021 年 2 月 1 日）。
61 「基地と男性に頼りたくない 20 歳の女性は沖縄を旅立った＜女性たちのコザ騒動＞（中）」『琉球新報』2020 年
12 月 23 日。
62 中村喬次、前掲論文、145 ページ。
63 基地周辺の性産業とその中で働く女性たちについて、コザ市の元ホステスのライフ・ヒストリーを検証した、小
野沢あかね「女たちにとっての性産業」（『沖縄県史 各論編 8　女性史』2016 年、400-415）を手がかりとした。
64 前掲『琉球新報』2020 年 12 月 23 日。
65 林博史「アメリカ軍の性対策の歴史─1950 年代まで」「女性・戦争・人権」学会『女性・戦争・人権』（7）、
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